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2
0
2
2
年
の
最
低
賃
金

は
10
月
中
に
都
道
府
県
ご
と

に
改
定
さ
れ
、
全
国
加
重
平

均
で
31
円（
3
・
3
％
）引
き

上
げ
ら
れ
時
給
9
6
1
円
と

な
り
ま
し
た
。
引
上
げ
額
は

1
9
7
8
年
度
に
目
安
制
度

が
始
ま
っ
て
以
降
で
最
高
額

で
す
。
全
国
の
引
上
げ
幅
は

各
地
域
審
議
会
へ
の
運
動
の

成
果
も
あ
り
30
〜
33
円
と
な

り
、
改
定
後
の
最
高
額
は
東

京
都
の
1
0
7
2
円
、
最
低

額
は
10
県
が
8
5
3
円
。
差

額
は
2
1
9
円
あ
り
、
昨
年

の
2
2
1
円
よ
り
わ
ず
か
2

円
で
す
が
縮
ま
り
ま
し
た
。

最
低
賃
金
の
運
動
は
春
闘
後
半

戦
の
4
月
以
降
か
ら
本
格
的
に
は

じ
ま
り
、
中
央
最
低
賃
金
審
議
会

へ
向
け
た
宣
伝
（
6
・
28
厚
労
省

前
、
以
降
5
回
の
行
動
）
で
は
国

民
春
闘
・
全
労
連
と
全
労
協
が
共

同
し
、
東
京
地
評
・
東
京
春
闘
も

参
加
し
て
最
低
賃
金
の
大
幅
引
き

上
げ
を
訴
え
ま
し
た
。

昼
食
は
1
0
0
円
の
菓
子
パ
ン

一
つ
の
ワ
ン
コ
イ
ン
、
交
通
費
が

支
給
さ
れ
ず
職
場
ま
で
1
時
間
以

上
歩
い
て
通
勤
、
都
内
自
治
体
で

働
く
会
計
年
度
任
用
職
員
（
非
常

勤
）
の
多
く
が
時
給
1
0
5
0
円

で
改
定
前
の
東
京
都
の
最
賃
1
0

4
1
円
ぎ
り
ぎ
り
の
水
準
（
東
京

春
闘
調
査
）
な
ど
、
厳
し
い
生
活

実
態
・
生
の
声
を
審
議
会
に
届
け

ま
し
た
。
中
央
審
議
会
に
は
、
東

京
地
評
・
東
京
春
闘
か
ら
5
団
体

の
意
見
書
を
提
出
し
ま
し
た
。

東
京
地
方
最
賃
審
議
会
に
は
99

団
体
と
個
人
3
8
2
人
（
女
性
セ

ン
タ
ー
82
、
東
京
土
建
3
0
0
）

の
意
見
書
や
多
数
の
異
議
申
立
書

を
提
出
し
、
東
京
独
自
の
宣
伝
・

座
り
込
み
行
動
を
4
回
実
施
。
東

京
労
働
局
へ
の
個
人
署
名
は
地
評

加
盟
38
団
体
（
女
性
セ
ン
タ
ー
、

青
年
協
含
）
か
ら
2
万
4
0
0
筆

を
提
出
し
、
世
論
喚
起
の
取
り
組

み
で
は
、
6
月
に
最
賃
ゾ
ー
ン
宣

伝
を
16
カ
所
以
上
の
駅
頭
で
実
施

し
ま
し
た
。

地
域
組
織
と
も

連
携
し
て

東
京
春
闘
共
闘
に
よ
る
東
京
労

働
局
交
渉
（
6
・
23
）
は
、
①
最

低
賃
金
1
5
0
0
円
へ
大
幅
引
き

上
げ
、
②
審
議
会
で
の
直
接
意
見

陳
述
、
③
労
働
者
委
員
選
任
に
多

様
な
労
働
団
体
か
ら
公
正
任
命
を

求
め
ま
し
た
。
局
側
は
賃
金
課
長

を
は
じ
め
賃
金
課
が
対
応
し
、
前

年
度
の
最
賃
引
上
げ
に
よ
る
影
響

調
査
の
結
果
、
労
働
者
へ
の
影
響

率
が
15
・
4
％
、
非
正
規
労
働
者

で
は
32
・
8
％
、
男
性
労
働
者（
20

〜
54
歳
）
で
36
・
6
％
に
及
ん
だ

こ
と
、
中
小
企
業
・
業
務
改
善
助

成
制
度
は
令
和
2
年
度
43
件
か
ら

3
2
1
件
ま
で
増
加
し
た
こ
と
な

ど
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

組
合
は
、
最
低
賃
金
近
傍
の
労

働
者
の
直
接
意
見
陳
述
、
地
方
審

議
会
の
任
命
通
達
（
基
発
5
4
5

号
）
に
基
づ
き
、
公
正
な
労
働
者

委
員
の
選
任
を
働
き
か
け
ま
し

た
。
賃
金
課
長
は
、
集
め
ら
れ
た

意
見
書
を
通
じ
て
審
議
に
活
か
す

よ
う
努
め
る
と
し
、
一
定
の
理
解

を
示
し
ま
し
た
。

5
月
29
日
に
は
イ
ベ
ン
ト
型
支

援
活
動
「
わ
く
わ
く
お
う
じ

は

た
ら
く
フ
ェ
ス
タ
」
を
北
区
王
子

駅
前
東
口
公
園
に
て
開
催
。
コ
ロ

ナ
禍
と
物
価
高
騰
下
の
生
活
支
援

と
賃
金
底
上
げ
、
暮
ら
し
と
福
祉

の
向
上
、街
の
賑
わ
い
を
め
ざ
し
、

地
域
組
織
と
も
連
携
し
て
成
功
さ

せ
ま
し
た
。
ス
テ
ー
ジ
で
は
大
型

テ
レ
ビ
を
設
置
し
、
本
田
由
紀
教

授
に
よ
る
ミ
ニ
経
済
解
説
と
リ
レ

ー
ト
ー
ク
を
行
な
い
、
公
務
現
場

で
の
最
賃
割
れ
、
青
年
労
働
者
の

将
来
不
安
、
業
務
委
託
の
低
賃
金

固
定
、
偽
装
請
負
で
の
労
基
法
・

最
賃
法
の
適
用
外
し
な
ど
が
語
ら

れ
ま
し
た
。
東
京
医
労
連
に
よ
る

「
サ
イ
チ
ン
音
頭
」
も
会
場
を
大

い
に
盛
り
上
げ
、
無
料
食
料
支
援

の
ブ
ー
ス
で
は
約
1
7
0
セ
ッ
ト

を
配
布
し
、労
働
・
生
活
相
談
に
も

取
り
組
み
ま
し
た
。

7月5日、都労働局内で行なわれる最賃
審議会に向けての東京地評の宣伝行動

こ
う
し
た
広
範
な
世
論
と
政
府

に
働
き
か
け
る
運
動
は
、
中
賃
の

異
例
の
長
時
間
の
目
安
審
議
と
な

り
、
労
働
者
側
は
家
計
難
か
ら
47

円
、
使
用
者
側
は
経
営
難
か
ら
14

円
を
主
張
、
公
益
委
員
の
調
整
に

よ
っ
て
極
め
て
不
十
分
な
が
ら
加

重
平
均
31
円
、
地
域
別
で
は
4
ラ

ン
ク
制
も
形
骸
化
し
て
地
域
間
格

差
も
拡
大
、
Ａ
Ｂ
ラ
ン
ク
31
円
、

Ｃ
Ｄ
ラ
ン
ク
30
円
の
目
安
と
な
り

ま
し
た
。
地
域
別
ラ
ン
ク
制
は
、

全
国
の
最
低
生
計
費
調
査
に
よ
り

生
計
費
に
地
域
間
の
差
が
ほ
ぼ
な

い
と
い
う
結
果
か
ら
も
機
能
不
全

で
、
全
国
一
律

最
賃
の
妥
当
性

が
証
明
さ
れ
て

い
ま
す
。

東
京
地
方
審

議
会
は
中
賃
の

目
安
を
受
け
て

審
議
し
、
使
用

者
委
員
か
ら
は

反
対
意
見
が
出

さ
れ
る
も
の

の
、
組
合
の
粘

り
強
い
た
た
か

い
で
、
目
安
額

ど
お
り
時
給
1

0
7
2
円
を
決
定
、
10
月
1
日
か

ら
改
定
と
な
り
ま
し
た
。

中
賃
の
目
安
額
を
上
回
っ
た
地

方
は
、
昨
年
の
7
地
方
か
ら
3
倍

以
上
の
22
地
方
に
上
り
、
最
賃
近

傍
で
働
く
労
働
者
の
要
求
を
地
賃

に
結
集
し
た
労
働
組
合
の
力
で

す
。
目
安
比
＋
1
円
は
9
県
、
＋

2
円
が
8
県
、
＋
3
円
が
5
県
、

中
賃
目
安
と
の
差
は
2
2
1
円
か

ら
2
1
9
円
へ
縮
ま
り
ま
し
た
。

一
方
、
非
正
規
雇
用
の
増
加
な

ど
に
よ
り
最
賃
の
引
き
上
げ
で
し

か
賃
上
げ
さ
れ
な
い
労
働
者
も
増

え
、
そ
れ
だ
け
貧
困
と
格
差
の
拡

大
は
深
刻
で
す
。
「
全
国
一
律
最

賃
1
5
0
0
円
以
上
」
の
要
求
の

大
き
な
支
持
の
背
景
と
も
な
っ
て

い
ま
す
。

欧
米
で
は
物
価

高
騰
に
連
動

ま
た
、
最
低
賃
金
が
改
定
さ
れ

る
10
月
以
降
、
最
賃
法
の
「
適
用

外
」
と
さ
れ
て
い
る
公
務
員
の
高

卒
初
任
給
（
地
域
手
当
を
含
め
た

金
額
）
は
、
東
京
の
23
区
勤
務
以

外
す
べ
て
の
市
町
村
で
最
低
賃
金

以
下
に
な
り
ま
し
た
。官
民
格
差
、

官
製
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
を
固
定
化

に
つ
な
が
り
、大
き
な
問
題
で
す
。

欧
米
諸
国
の
最
低
賃
金
は
物
価

高
騰
に
連
動
す
る
制
度
が
あ
り
ま

す
。
米
国
ワ
シ
ン
ト
ン
Ｄ
Ｃ
は

物
価
上
昇
を
反
映
し
5
・
92
％
の

引
き
上
げ
時
給
16
・
10
ド
ル
（
約

2
3
0
0
円
）
。
ド
イ
ツ
は
22
年

10
月
か
ら
時
給
12
ユ
ー
ロ
（
約
1

7
0
0
円
）
に
引
上
げ
、
国
内
6

2
0
万
人
の
労
働
者
が
恩
恵
を
受

け
ま
す
。
フ
ラ
ン
ス
の
法
定
最
低

賃
金
は
物
価
上
昇
が
2
％
を
超
え

た
翌
月
に
自
動
的
に
引
上
げ
ら

れ
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
は
政
府
の

判
断
で
最
新
の
イ
ン
フ
レ
率
（
5

・
1
％
）
に
応
じ
て
22
年
7
月
か

ら
5
・
2
％
引
上
げ
21
・
38
オ
ー

ス
ト
ラ
リ
ア
ド
ル
（
約
1
9
9
0

円
）
で
す
。

物
価
上
昇
率
を
賃
金
が
上
回
ら

な
け
れ
ば
に
実
質
的
に
は
賃
下
げ

と
同
じ
と
い
う
こ
と
で
す
。

井澤さん

「
最
低

生
計
費
試

算
調
査
」

の
結
果
を

も
と
に
、

産
別
・
職

場
・
地
域

が
一
体
と

な
り
、
社

会
的
賃
金

闘
争
（
最

低
賃
金
・

公
契
約
条

例
・
公
務

員
賃
金
改

善
）
を
す

す
め
、「
全

国
一
律
の
最
賃
1
5
0
0
円
以

上
」
の
広
範
な
世
論
を
つ
く
り
ま

す
。最

賃
法
改
正
の
議
論
と
研
究
を

積
み
上
げ
、
国
会
議
員
対
策
に
取

り
組
み
、
統
一
し
た
行
動
、
大
衆

的
な
宣
伝
行
動
、
調
査
と
メ
デ
ィ

ア
へ
の
発
信
を
強
め
ま
す
。
「
賃

上
げ
・
最
賃
運
動
」
の
戦
略
と
戦

術
を
検
討
す
る
「
討
論
会
」
な
ど

を
開
き
、
研
究
と
世
論
づ
く
り
を

補
強
し
ま
す
。

最
賃
署
名
と
「
意
見
書
」
の
取

り
組
み
を
強
め
、
各
組
織
に
お
い

て
も
学
習
を
基
礎
に
大
衆
的
な
運

動
を
広
げ
ま
す
。
東
京
最
賃
審
議

会
へ
の
委
員
選
出
と
意
見
陳
述
の

実
施
、
専
門
部
会
を
含
む
す
べ
て

の
審
議
の
公
開
を
求
め
ま
す
。

最
賃
の
引
上
げ
に
は
、
中
小
企

業
対
策
の
抜
本
的
強
化
が
欠
か
せ

ま
せ
ん
。
最
賃
を
上
げ
て
い
る
諸

外
国
と
同
様
に
、
中
小
企
業
支
援

策
と
セ
ッ
ト
で
政
治
が
決
断
す
る

べ
き
で
す
。
地
域
循
環
型
の
持
続

可
能
な
公
正
な
経
済
を
実
現
と
も

関
連
づ
け
、
組
合
が
中
心
と
な
っ

て
関
係
団
体
へ
要
請
・
懇
談
し
、

地
域
経
済
の
要
で
あ
る
中
小
企
業

・
小
規
模
事
業
者
に
自
治
体
で
実

効
性
の
あ
る
支
援
策
を
練
り
上
げ

て
い
き
ま
す
。

東京土建では、東京都最低賃金の周知
徹底を進めるために、９月２６日から１０月
７日を集中取り組み期間として街頭、駅
頭で宣伝行動を提起しました。写真は１０
月６日の大久保駅頭での本部の宣伝。
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１０７２円周知に宣伝行動を展開

生
活
苦
し
い
大
幅
引
上
げ
を

１
０
０
円
昼
食
で
耐
え
る
労
働
者

中小企業対策強化は不可欠
広範な世論形成を

全
国
の
最
低
生
計
費
調
査
か
ら

地
域
別
は
機
能
不
全
明
白

求

人

求

職


